
就労履歴登録機構活動 
について 

一般社団法人就労履歴登録機構 
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(一社)就労履歴登録機構 参加団体 

正社員（元請企業） 
 大林組 
 鹿島建設  
 大成建設  
 大和ハウス  
 竹中工務店  
 戸田建設  
 西松建設  
 三井住友建設 

賛助会員 
 三菱商事   
 共同印刷 
 大日本印刷 
 凸版印刷 
 ラインテック    
 CEC.COM 
 ｲｰﾘﾊﾞｰｽﾄﾞｯﾄｺﾑ 
 ＩＩＪ 
 リコージャパン 
 ＮＥＣ 

  

特別会員（業界団体） 
 全国建設労働組合総連合（全建総連） 
 建設産業専門団体連合会（建専連） 
 日本建設業連合会（日建連） 
 勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部（建退共） 
 建設業振興基金 

建設業界において利害関係の異なるそれぞれの立場を代表する団体・企業で構成さ
れる、 労使が一体となって活動している組織です。 
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代表理事 
 蟹澤 宏剛 芝浦工業大学 工学部建築工学科教授 
 野城 智也 東京大学 生産技術研究所教授 副学長 



就労履歴登録システム開発方針 
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・すべての建設技能者の参加を目標とする。可能な限り安価なシステム構築を目指す。 
・営利を目的として使用しない。憲法第２７条，２５条の理念の基づき、労働者派遣法等 
 関連法規に抵触しない仕組みとする。 
・就労履歴データは、建設業界全体として１か所に蓄積保存する。 
・正確な本人確認を行ったうえでＩＤを付番し、ＤＢに登録する。 
・しかるべき機関がＩＤカードを発行し、申請者本人に確実に配布する。 
・就労履歴データと保有資格は、関係者それぞれの権限に応じて閲覧する。 
・免許・資格の信ぴょう性と利便性を高めるため、発行機関とデータ連携を図る。 
・他者への情報提供は、建設技能者本人の要請または承諾を得て行う。 

活動実績 
・2007年 建設共通パス研究会 

・2008～2010年 国交省，総務省助成金による実証実験 3回 

・2011年 東日本大震災後の仮設住宅工事で使用 

・2011年 （一社）就労履歴登録機構に移行 

・2012年 福島市除染事業で活用（総務省助成）  

・2014年 住宅現場に働く大工さんを対象とした実証実験（国交省助成） 
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2009年実証実験 国土交通省「建設技能者確保・育成モデル構築支援事業」 

実験期間：２００９年１２月６日～２１日間 
会員企業４ＧＣ各１現場を対象として実施 
作業員に扮したﾒﾝﾊﾞｰ１５名が４現場で入退場処理行う(建設技能者は１００人１月間） 
伝送経路：カードリーダー（有線）⇒現場ＰＣ～インターネット～ＤＢ 
       ＤＢ～インターネット～ＷＥＢ閲覧用ＰＣ 

画面イメージ（建設技能者が自身のデータを閲覧） 

就労年・月の 
就労日数 

日別の就労先
現場名 

入退場時刻 

個人情報 

保有資格 

キーワード 
・ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ 
・WEB閲覧 



２０１１年総務省⇒福島市補助事業 

「放射線除染事業除染作業員の外部被ばく線量管理 
就労履歴登録システムをベースとした外部被ばく量管理システム開発展開 

目 的 

 除染作業員の見なしの外部被ばく線量を算出 

手 段 

 入退場時間から算出した作業時間 × 単位空間線量＝被ばく量 

全市放射線量測定マップ（福島市作成） 
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QRコード 

・個人識別番号（ID）カードをスマートフォン（スマホ）で読取 

・入退場管理は作業員10名あたり1台程度のスマホで 

・入退場データはグリーンサイトで集計 

キーワード 
・スマホ利用 
・個人ID 
・既存ASP連携 

スマートフォン カード読み取り手順 



大工技能者を対象とした実証実験の概要 
                「大工就労履歴登録システム」 

目 的 
木造住宅などの小現場で、就労履歴登録システム成立性，利用者評価の検証 
・福島市除染事業で開発したiPhoneカードリーダーを使用（固定カードリーダー設置が難しいため） 
・データベースにグーグルクラウドを使用（2ヵ月でのシステム構築） 
・全建総連の傘下の首都圏建設産業ユニオンに所属する大工100人を対象に実証実験を実施 
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2013年国交省住宅局受託業務 

工事現場 カードリーダー（スマホ）で 
IDカード読み込み 

IDカード 
発行申請 

IDカード 
発行 

大工さん 

○×工務店 

大工さんの 
資格閲覧 

就労データ閲覧 
職歴閲覧 

インター
ネット網 

インター
ネット網 

自分の 
資格閲覧 

就労データ閲覧 

大工さん 

インター
ネット網 

就労履歴登録システム
（クラウドデータベース） 

本人確認して 
配布 

入退場 
データ登録 

入退場自動集計 

WEBデータ閲覧 

キーワード 
・超短期構築 
・クラウドDB 
・小規模対応 



現時点での機構による「就労履歴登録システム」開発状況 

WEB上での 
カード発行申請 

（クラウドDBで構築・実証済） 

カード発行 
ICカード、QRコード 

（実証済） 

スマホアプリ利用 
（実証済） 

入退場データ入力 

ICカードリーダー
（設計完了） 

WEB入力 
（実証済） 

クラウドDBでの 
入退場データ閲覧管理 

WEB上での 
元請・下請情報入力 

（クラウドDBで構築・実証済） （クラウドDBで構築・実証済） 

就労履歴管理システム 

（クラウドDBで構築・実証済） 

ASP連携（実証済） 



本人確認（案） 

※１申請代行組織が住民票等のコピーを確認しそ
の他データと顔写真データを提出 

※２就労カードを宅配サービスで送り、顔写真が
本人であることを確認する。参考：犯罪収益移転
防止法（2008年3月1日施行）クレジットカード業者
は「顧客等の本人特定事項の確認を行う義務」 

（仮）就労履歴登録カード発行要領案 
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建設技能者
（申請者） 

③申請者に配送 

就労履歴管理シス
テム運営機関 

①申込用紙ＤＬ 

①‘代理申請依頼 

②WEB直接申請 

②‘取り纏め代理申請 
申請代行機関 

宅配業者 

本人確認 

就労カード作
成 

正否確認 

確認できないとき返却 

・建設技能者は申請代行機関に申請する。 
・代行機関は手続きに従い、本人確認を行った後、運営機関にデータを送付する。 
・運営機関は、ＤＢに登録し、ＩＤカード発行指示する。 
・ＩＤカードを作成し、本人であることを確認したうえで手渡す。 


